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○北杜市事後審査型条件付き一般競争入札試行要領 

平成１９年６月２７日 

告示第３９号 

改正 平成１９年８月２４日告示第４５号 

平成２０年７月２８日告示第３５号 

平成２１年６月１日告示第５３号 

平成２１年１１月１９日告示第９９号 

平成２２年２月２５日告示第１３号 

平成２２年７月２７日告示第５０号 

平成２３年５月２５日告示第５３号 

平成２４年２月２４日告示第５号 

平成２８年３月３１日告示第３３号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、北杜市が発注する建設工事（以下「案件」という。）について、本

市の入札参加資格が認定された者に対し、条件を付して行う一般競争入札について、入

札参加者（以下「参加者」という。）の申請手続等の負担を軽減し、入札への参加機会

の確保及び入札・契約事務の効率化を推進するとともに、入札並びに契約手続きの一層

の透明性、公平性、公正性及び競争性の向上を図ることを目的とし、「事後審査型条件

付き一般競争入札」（以下「事後審査型入札」という。）を試行的に実施するため、そ

の事務処理について必要な事項を定めるものとする。 

（対象とする案件） 

第２条 事後審査型入札は、市が発注する建設工事のうち次に掲げる工事について実施す

る。ただし、工事の特殊性、専門性、緊急性、その他事後審査型入札による方式が適さ

ないと認められる場合は、この限りではない。 

（１） 予定価格が３，０００万円以上の工事 

（２） 前号に規定する工事のほか、市長が必要と認めた工事 

（入札公告） 

第３条 入札公告（以下「公告」という。）は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６第１項の規定に基づき、北杜市公告式
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規則（平成１６年北杜市規則第１号）により行うほか、北杜市ホームページ（以下「ホ

ームページ」という。）に掲載するものとする。 

（入札参加資格要件） 

第４条 事後審査型入札に参加できる者は、北杜市入札参加者名簿に登載された者で公告

日から入札日までに、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。 

（１） 施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であって、同条第２項の規

定に基づく本市の入札参加制限を受けていない者であること。 

（２） 北杜市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）を利用して行

う入札（以下「電子入札」という。）にあっては、財団法人日本建設情報総合センタ

ー及び財団法人港湾空港建設技術サービスセンターが電子入札コアシステム対応認

証局として指定した者が発行した電子証明書を取得し、電子入札システムに利用者登

録を行った者であること。 

（３） 「北杜市建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領」の規定に基づく指名停

止の措置期間が含まれていない者であること。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがな

されている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（再生

手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（５） 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過していない者でないこ

と。 

（６） 入札日前６か月以内に手形若しくは小切手の不渡りを出した者でないこと。 

（７） 建設工事にあっては、対象工事の業種において建設業法（昭和２４年法律第１

００号）第２７条の２３に規定する経営事項審査の総合評定値(P)が一定以上の者又

は対象工事の業種の格付けが市の指定の等級であること。 

（８） 対象工事と同種又は類似の工事の施工実績がある者であること。 

（９） 対象工事に配置を予定する技術者が適正である者であること。（個別の工事に

応じて技術者の資格、経歴及び同種の工事の施工従事経験を的確に明示すること。）

なお、原則として工事完了まで配置予定技術者の変更は、病休・死亡・退職等の市が

認める理由のほかは、認めないものとする。 
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（１０） 対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と、資本若しくは人事面

において関連のある者でないこと。 

（１１） 共同施工方式で施工する場合であっては、北杜市建設工事共同企業体取扱要

綱（平成１６年北杜市告示第４８号）の規定による構成員要件を満たし、建設工事共

同企業体を結成すること。 

（１２） その他市長が定めた資格を満たす者であること。 

（市長が定める資格） 

第５条 市長は、前条第１２号の参加資格を施行令第１６７条の５第１項の規定により入

札案件ごとに定め、同条第２項の規定により公告に記載するものとする。 

２ 市長は、前条第１２号の参加資格を定めるときは、北杜市入札参加資格審査委員会（以

下「審査委員会」という。）に諮り決定するものとする。 

３ 前項の審査委員会は、副市長、企画部長、総務部長、工事検査監、管財課長及び各案

件の担当部長をもって構成する。 

４ 審査委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

（入札参加等） 

第６条 参加者は、受付期間内に北杜市事後審査型条件付き一般競争入札参加申出書（様

式第１号。以下「申出書」という。）をファックスにより、電子入札に参加しようとす

る者（以下「電子入札参加者」という。）は、参加申請書を電子入札システムにより公

告に示す期日までに提出するものとする。ただし、電子入札参加者の中に紙媒体により

電子入札に参加しようとする者（以下「電子入札紙参加者」という。）がいるときの参

加申請書の提出方法は、ファックスによるものとする。 

２ 前項の申出書等の受付期間は、公告に記載する。 

（入札保証金及び契約保証金） 

第７条 入札保証金及び契約保証金は、北杜市財務規則（平成１６年北杜市規則第５０号。

以下「財務規則」という。）の規定によるものとし、公告に明示する。 

２ 入札保証金は、落札者にあっては契約保証金の納付後（契約保証金の納付に代えて担

保が提供される場合は、当該担保の提供後）、その他の者にあっては落札者の決定後に

返還するものとする。 

（設計図書等） 
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第８条 設計図書等は、原則として公告に示す期間、市のホームページに掲載するものと

し、参加者が必要に応じてダウンロードして使用するものとする。 

（設計図書等に対する質疑応答） 

第９条 設計図書等に対して質問を受け付ける期間、回答期限及び質問先は、公告する。 

２ 質問は、質問書（様式第２号）により行うものとする。 

３ 質問及び回答はファックスで行い、それぞれの内容はホームページに掲載して閲覧に

供するものとする。 

（入札等） 

第１０条 入札の執行回数は、１回とする。 

２ 参加者は、公告において指定された日時、場所及び提出方法により、次に掲げる書類

を提出するものとする。 

（１） 北杜市事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書（様式第３号。以

下「申請書」という。） 

（２） 北杜市事後審査型条件付き一般競争入札参加資格要件等総括表（様式第４号） 

（３） 工事施工実績調書（様式第５号）及びその工事施工実績が確認できるものの写

し 

（４） 配置予定技術者調書（様式第６号）及びその資格等が確認できるものの写し 

（５） 建設業許可の写し 

（６） 総合評定値通知書（経営事項審査）の写し（直近のもの） 

（７） 工事費積算内訳書 

（８） その他本件指定の書類 

３ 前項の書類は、市長が必要と認めた場合は、受付期限を定め、事前に提出させること

ができるものとする。 

４ 入札書（様式第７号）は、長形３号程度の封筒に入れ、封筒の表面に、入札・契約番

号、件名、入札日、入札者の商号又は名称、住所、電話番号、ファックス 番号を横書

きで記載し、「入札書在中」と横書きで朱書きし、封かん封印（入札書と同一印）する

こと。なお、封筒については、入札者の商号又は名称、住所、電話番号及びファックス

番号等の印刷された自社封筒を使用してもよいものとする。ただし、入札公告において

入札と開札が同時刻の場合は、この項の規定は適用しない。 
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５ 入札書は、１通の封筒に１枚のみとし、開封して２枚以上の入札書が入っていた場合

は、すべての入札書を無効とする。 

６ 提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回は認めない。 

７ 電子入札参加者は、電子入札システムにより入札を行うものとする。ただし、電子入

札紙参加者は、持参等により入札書を提出するものとする。 

（公正な入札の確保） 

第１１条 参加者は、次の各号に定めるもののほか、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵触する行為を行ってはならない。 

（１） 参加者は、入札にあたり競争を制限する目的で他の参加者と入札価格又は入札

意思についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければならない。 

（２） 参加者は、落札候補者の決定前に、他の参加者に対して入札価格を意図的に開

示してはならない。 

（３） 参加者は、入札前に他の参加者を探る行為をしてはならない。 

（入札の延期又は中止） 

第１２条 市長は、天災等の不可抗力による場合、参加者が連合し若しくは不穏な行動を

なす場合等やむを得ない理由により入札を執行できない場合又は入札を公正に執行す

ることができないおそれがあると認めたときは、既に公告した事項の変更又は当該入札

を延期若しくは中止することができる。これらの場合において、参加者が損害を受ける

ことがあっても賠償の責任を負わないものとする。 

（入札の辞退） 

第１３条 参加者は、入札を辞退する場合は、入札辞退届（様式第８号）を入札の前まで

に提出するものとする。ただし、電子入札参加者は入札書受付締切日までに電子入札シ

ステムにより、また、電子入札紙参加者は持参等により提出するものとする。 

２ 入札を辞退した者が、これを理由として不利益な取扱いを受けることはないものとす

る。 

（無効の入札） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札参加資格のない者が行った入札 

（２） 入札に関して不正行為があった者が行った入札 



6/10 

（３） 財務規則第１６５条の規定の適用がある場合を除き、入札保証金を納付してい

ない者が行った入札 

（４） 入札金額が訂正されている入札 

（５） 入札金額が０円の入札 

（６） 記名及び押印がない入札 

（７） 誤字又は脱字等により意思表示が不明瞭な入札 

（８） １通の封筒に２枚以上の入札書が入っていた場合の入札 

（９） 明らかに連合によると認められる入札 

（１０） 同一の入札で、代表者が同一人となっている者が一緒に入札した場合の入札 

（１１） 同一の入札で、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づ

く中小企業等協同組合とその組合員が一緒に行った入札 

（１２） 申請書又は資料に虚偽の記載をした者が行った入札 

（１３） 前各号に掲げるもののほか、入札条件に違反した者が行った入札 

（代理人） 

第１５条 参加者は、代理人を定め、入札及び開札に関する一切の権限を委任することが

できる。この場合は、委任状（様式第９号）を持参させなければならない。 

２ 参加者又は参加人の代理人は、当該入札に対する他の参加人の代理人となることはで

きない。 

３ 参加者は、施行令第１６７条の４の規定に該当する者を参加者の代理人とすることが

できない。 

（開札の立会い） 

第１６条 参加者又は参加者の代理人が一人も開札に立ち会わないときは、当該改札事務

に関係のない職員を立ち会わせる。 

（開札） 

第１７条 開札事務担当者は、開札した後、予定価格の範囲内（最低制限価格を設けた場

合は、予定価格と最低制限価格の範囲内）で最も低い価格で入札した者から順に落札候

補者とし、紙入札にあっては、価格の低い順に３番目の者までその入札価格及び落札候

補者の名前を読み上げ、落札を保留し、最低価格の落札候補者から順に入札参加資格要

件等の審査を行い、後日落札決定する旨を宣言して開札を終了するものとする。電子入
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札にあっては、電子入札システム内に収められた様式のうち、保留通知書に価格の低い

順に３番目までの入札価格及び落札候補者の名前を記載し、電子入札システムにより入

札参加者に通知して開札を終了する。この場合において、当該電子入札に電子入札紙参

加者がいるときは、電子入札システムによる通知と合わせ、紙入札と同様に価格の低い

順に３番目までその入札価格及び落札候補者の名前を読み上げ、落札を保留し、開札を

終了するものとする。 

２ 予定価格を超えた入札書、最低制限価格を設けた場合にあっては最低制限価格より低

い価格の入札書は失格とする。 

３ 入札額に同額がある場合は、くじ引きで落札候補者の順位を決定する。この場合にお

いて、当該入札者又はその代理人が立会人として開札に立ち会っていないときは、これ

に代わり開札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。ただし、電子入札に

おいて落札候補者となる入札に同額の入札が２以上ある場合は、電子入札システムに内

蔵された自動くじをもってその順位を決定する。 

４ 開札事務担当者は、入札時に入札経過表を作成し、当該入札に係るすべての参加者名

及び入札金額を記載するものとする。 

（落札者の決定） 

第１８条 市長は、入札日の翌日から起算して３日以内（閉庁日を除く。以下第６項及び

第７項においても同様とする。）に最も価格の低い落札候補者から順に、申請書及び指

定された添付書類を審査委員会に諮り審査するものとする。ただし、公告において書類

の提出期日が入札後とされた場合は、書類の提出期限の翌日から起算して３日以内（閉

庁日を除く。以下第６項及び第７項においても同様とする。）に審査するものとする。 

２ 審査の結果、１番目の落札候補者が不合格となった場合は、次の順位の者を落札候補

者として審査するものとする。 

３ 市長は、審査の結果、落札候補者が合格したときは、当該候補者を落札者に決定し、

速やかに通知するものとする。 

４ 落札決定までに、落札候補者が公告に示すいずれかの入札参加資格要件を満たさなく

なった場合は、当該候補者の入札参加資格はないものとする。 

５ 落札候補者が入札参加資格を満たしていないと認めた場合は、当該落札候補者に入札

参加資格不適格通知書（様式第１０号。以下「不適格通知書」という。）を送付するも
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のとする。 

６ 不適格通知書の送付を受けた者は、当該通知を受けた日の翌日から起算して３日以内

に入札参加資格を満たしていないとされた理由について説明要請書（様式第１１号。以

下「要請書」という。）により説明を求めることができる。 

７ 市長は、前項の規定により要請書が提出された場合は、審査委員会に諮り受理した日

の翌日から起算して３日以内に説明要請に対する回答書（様式第１２号）により回答す

るものとする。 

８ 不適格通知書の送付を受けた者は、市長が落札決定を受けた者と契約を締結すること

及び第２０条に規定する入札の結果を公表することを妨げることはできない。 

（費用の負担） 

第１９条 入札書等の作成、提出などに要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

（入札結果の公表） 

第２０条 入札結果は、北杜市建設工事等に係る発注見通し、予定価格及び入札結果等公

表要領（平成２４年北杜市告示第５号）に基づき公表する。 

（異議申立て） 

第２１条 参加者は、入札後、説明書、設計図書、仕様書、契約書案、現場等についての

不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

（その他） 

第２２条 この告示に定めるもののほか、事後審査型入札の執行に関し必要な事項につい

ては、別に定めるものとする。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年８月２４日告示第４５号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年７月２８日告示第３５号） 

この告示は、平成２０年８月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月１日告示第５３号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年１１月１９日告示第９９号） 
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この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年２月２５日告示第１３号） 

この告示は、平成２２年３月１日から施行する。 

附 則（平成２２年７月２７日告示第５０号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年５月２５日告示第５３号） 

この告示は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２４年２月２４日告示第５号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第３３号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
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